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審議事項（２）
北海道こども計画（こども施策部会所掌分野）の推進状況について



資料２

定性評価 定量評価

(1) こどもの権利の普及啓発

○北海道こども基本条例や子どもの権利条約の理念等について、イベントやハンドブックの配布等により普及啓発 ○デジタルスタンプラリーの実施【新規】

　R7：179市町村（7月～11月）1,242人参加

○こどもの権利に関するパネル展の実施【新規】

　R7：16回開催

○ウェブセミナーの実施【新規】

　R7：2回開催（11/26、12/18）延べ90人参加

○ハンドブック・動画の作成・配布【新規】

比較的

順調

(2) こどもの権利に関する学習機会の確保

○学習指導要領に基づく人権教育等を実施

○教科等指導、生徒指導、学級経営など、教育活動全体を通じて人権尊重の精神に立った学校づくりに向けた人権教育

の現状や課題等に関する研修を実施

○高校生及び大学生を委員とするこども部会において提言書にまとめ、道に対して提言することで、こども・若者の意

見表明の機会の充実

○「人権教育推進」に係る研修会の開催（オンライン）

　R7：70人（2月10日）

○こども部会の開催

　R7：8/20～8/21（R6：1/9～1/10）

○知事への提言

　R7：1/7（R6：3/27）

順調

(3) 相談に対応する支援体制の充実

○専門職の配置や関係機関との連携により、いじめや不登校等への早期対応と未然防止に取り組むとともに、相談体制

の充実

○スクールカウンセラーの配置

　R7：1,291校（小学校648　中学校395　義務教育学校27　中等教育学校1　高校185　特別支援35）

（R6：1,299校（小学校660　中学校400　義務教育学校24　中等教育学校1　高校186　特別支援28））

○スクールカウンセラー連絡協議会の開催

　R7：１回（R6：１回）

○教育相談員セミナーの開催

　R7：4か所（R6：4か所）

○スクールソーシャルワーカーの配置

　R7：45市町村へ配置、道教委で17人任用（R6：43市町村へ配置、道教委で16人任用）

○スクールソーシャルワーカー連絡協議会

　R7開催実績：２回（R6開催実績：２回）

順調

Ⅱ ②

こども・若

者、子育て当

事者の意見の

適切な社会反

映

(4) こども・若者、子育て当事者の意見反

映の促進

○高校生及び大学生を委員とするこども部会において提言書にまとめ、道に対して提言することで、こども・若者の意

見表明の機会の充実

○こども・若者委員の登用が可能な公募枠を活用しこども・若者委員の参画を促進

○ユースプランナー制度を活用し、ユース世代に道の取組を理解してもらうとともに、意見やアイデアを聴取する機会

が確保

○全道のこどもたちから、インターネットの活用や学校への訪問等により幅広く意見を聞くことで、こどもの意見表明

及び施策への反映を検討する取組が推進

○こども部会の開催

　R7：8/20～8/21（R6：1/9～1/10）

○知事への提言

　R7：1/7（R6：3/27）

○北海道こども施策審議会におけるこども・若者委員の数

　R7：1人（R6：1人）

○意見アイデア募集実施

　R7：3回（R6：1回）

○学校訪問による意見交換（小・中・高・特別支援学校）

　R7：974人（47校）（R6：783人（42校））

○ＷＥＢアンケート

　R7：2,235件（R6：2,196件）

比較的

順調

〇こども・若者、子育て当事者の意見の適切な社

会反映のため、各種取組を継続しながら、取組の

更なる推進が必要

〇こども・若者、子育て当事者の意見の適切な社

会反映を図るため、引き続き、内容の改善を図り

ながらこどもの意見反映推進事業などの取組を通

じてこども・若者等から幅広く意見を聴取すると

ともに、その意見を道政に適切に反映させる取組

を推進する。

Ⅱ ③
こども・若者

の社会参加の

推進

(5) こども・若者の社会参加の推進

○全道のこどもたちから、インターネットの活用や学校への訪問等により幅広く意見を聞くことで、こどもの意見表明

及び施策への反映を検討する取組が推進

○体験機会に恵まれていない子どもに遊びや文化・芸術活動、スポーツ、旅行といった体験の機会を提供する団体を支

援し、子どもの多様な体験機会の確保

○学校訪問による意見交換（小・中・高・特別支援学校）

　R7：974人（47校）（R6：783人（42校））

○ＷＥＢアンケート

　R7：2,235件（R6：2,196件）

○体験の機会を提供する団体への支援数【新規】

　R7：8団体

比較的

順調

〇こども・若者の社会参加を推進するため、意見

表明や体験活動などの参加機会を継続的に確保す

るとともに、より多くのこども・若者の参加につ

ながる取組の充実が必要である。

〇こども・若者の社会参加を推進するため、意見

表明や多様な体験活動等への参加機会の確保・充

実を図り、こども・若者の社会参加を促進する。

(12) 地域全体で子育て世帯を応援する気運

の醸成

○ファスト・トラックやこどもまんなか応援サポーター等の「こどもまんなかアクション」の取組により子育て世帯を

応援する気運の醸成

○こどもファスト・トラックの実施により、妊娠中の方やこども連れの方に配慮した施設利用環境整備

○「こどもまんなか宣言」の趣旨に賛同する企業・団体等の参画が促進

○全ての道立施設においてファスト・トラックの取組を実施

　R7：100％（R6：100％）

○「ほっかいどうこどもまんなか応援サポーター」宣言団体・企業

　R7：96団体・企業（R6：54団体・企業）

順調

(13) 地域の推進体制の整備と取組の支援
○14振興局に少子化対策圏域協議会を設置の上、関係者による情報交換等を実施 ○実施振興局

  R7：2振興局（R6：4振興局）

一部に

努力を

要する

(14) 地域における取組の支援
○振興局が開催したセミナーを通じて、地域における子育て支援への理解や関心が深まるとともに、地域の子育てネッ

トワークの構築

○若い世代や子育て当事者、子育て支援団体等向けセミナーの開催

　R7：3振興局（延べ64人参加）（R6：5振興局（延べ149人参加））
順調

(15) 子育て支援団体等の活動の促進

○子育て支援ポータルサイトの刷新により、市町村や道の施策を分かりやすく発信する環境が整備

○地域における子育て支援活動への関心や機運の醸成

○（公財）北海道青少年育成協会の事業に対する補助を通じ、「道民家庭の日」等の普及促進

○団体表彰

　Ｒ７：４団体表彰

○「道民家庭の日」啓発資材（リーフレット等）

　Ｒ７：30,000部作成

○「こどもまんなか」絵画コンクール

　Ｒ７：応募数63校338点

○「家族ふれあい優待制度」

　Ｒ７：協賛店・施設250ヶ所

順調

(16) 父親の育児への積極的参加の促進
○子育て支援ポータルサイトの刷新により、市町村や道の施策を分かりやすく発信する環境が整備

ー 順調

(17) 官民協働による地域全体での取組の促

進

○新型コロナウイルス感染症の影響により活動団体が減少し、その後も新たな担い手の確保や組織化が進んでいない

○少子化に伴う社会的課題について考える機会の創出

○地域における老人クラブ活動は、世代間交流を通じて、地域全体でこどもたちの成⾧を支える環境作りに貢献してい

る

○民生委員・児童委員の資質の向上を図るため、必要な知識技術について研修を実施

○全道及び各振興局単位でプラットフォーム会議を開催した他、幹事会員と連携してつながりサポーターの養成研修

等、支援体制の周知・体制の強化

○「せわずき・せわやき隊」登録市町村数

　R7：74市町村（R6：74市町村）

○「北海道すきやき隊」登録市町村数

　R7：37市町村（R6：37市町村）

○「ほっかいどうこどもまんなか応援サポーター」宣言団体・企業

　R7：96団体・企業（R6：54団体・企業）

○どさんこ・子育て特典制度の協賛店舗数

　R7：2,193店（R6：2,248店）

〇老人クラブ運営費補助金を交付した市町村数

　R7： 172

○民生委員児童委員専門研修事業

　R7：集合研修（14管内で実施）2,054名（R6：集合研修（14管内で実施）2,422名）

○民生委員児童委員初任者研修

　R7：集合研修（13振興局で実施）1,474名（R6：集合研修（9振興局で実施）150名）

○全道プラットフォーム会議参加人数

　R7：123名

○つながりサポーター養成講座受講者数

　R7：843名

順調

(18) 次世代教育の推進
○出前講座の実施により、若者が結婚、出産、子育てを含む将来のライフデザインについて考える機会が提供 ○高校・大学等向け出前講座

　R7：28回（延べ2,410人）実施　（R6：24回（延べ1,999人））
順調

自己

評価

こども・若者

が権利の主体

であることの

社会全体での

共有等

①

今後の方向性

〇こどもの権利に関する普及啓発や学習機会の確

保に継続的に取り組み、こども・若者が権利の主

体であることについて社会全体の理解促進を図る

とともに、学校、地域及び関係機関等と連携し、

こどもの権利が尊重される環境づくりを推進す

る。

〇こどもの権利に関する普及啓発や学習機会は確

保されているものの、学校、地域及び関係機関等

が連携し、こども・若者が権利の主体であるとい

う考え方を社会全体にさらに浸透させていく必要

がある。

〇社会全体でこども・子育てを支える気運の醸成

を図るため、「こどもまんなかアクション」など

の各般の取組の充実を図るとともに、企業・団体

や地域住民など多様な主体との連携を促進し、地

域全体でこどもや子育て家庭を支える取組を推進

する。

〇社会全体でこども・子育てを支える取組を継続

するとともに、地域や企業・団体等との連携を一

層強化し、子育て支援活動への参加や地域におけ

る支援体制の充実を図る必要がある。

課題

Ⅲ

Ⅰ

北海道こども計画の推進状況について（令和７年度評価（こども施策部会所掌分野））

社会全体での

こども・子育

て支援の取組

の推進

⑦

基本

方針
施策の方向性 具体的な取組

取組実績（主なもの）

別添資料３

「こども権利擁護の在り方検討ワーキンググループ」の開催状況等
こどもの権利擁護の在り方について検討するため、令和７年度に「こども権利擁護の在り方検討ワーキ

ンググループ」を設置し、これまで令和７年度に１回、令和８年度に１回の計２回開催している。

ワーキンググループでは、これまで、こどもの権利に関する周知・普及啓発に係る国及び道の取組や、相

談機関に関する国の動向、道内の相談体制の現状、他都県における相談救済窓口の設置状況などについて、

情報共有や意見交換を行った。

今後は、相談救済窓口を設置している都県や道内の既存相談機関の取組状況を把握し、アクセスのしや

すさや相談機関相互の連携、役割分担、相談対応における課題等、必要な情報を整理し、本道におけるこ

どもの権利擁護の在り方について議論を深めていく。

計画：P81

計画：P81

計画：P81

計画：P81

計画：P82

計画：P85

計画：P86

計画：P86

計画：P86

計画：P85

計画：P86

計画：P86

計画：P87



定性評価 定量評価

自己

評価
今後の方向性課題

基本

方針
施策の方向性 具体的な取組

取組実績（主なもの）

(74) 適切な情報提供や相談体制の整備

○結婚サポートセンターの運営、個別相談会、オンライン婚活イベントや結婚応援フォーラムの開催などにより結婚を

望む方に対する情報提供や相談支援の体制を整備

○結婚サポートセンター利用件数

　R7：141件（個別相談含む。）　（R6：197件（個別相談含む。））

○オンライン婚活イベントの開催

　R7：8回（延べ71人参加）（R6：８回（延べ68人参加））

○北海道結婚応援フォーラムの開催

　R7：1回（94人）R6：1回（108人）

比較的

順調

(75) 結婚に伴う新生活のスタートアップ支

援の推進

○市町村が行う結婚に伴う新生活を経済的に支援する取組を支援 ○結婚新生活支援事業

　R7：66市町村　（R6：64市町村）

比較的

順調

(76) 企業等における取組の促進
○非正規雇用労働者の正社員化を図るための個別支援等の実施 ○個別支援実施企業

　R7：53企業（R6：79企業） 順調

(77) 「仕事と生活の調和（ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝ

ｽ）憲章」の実現に向けた理解や普及啓発の

促進

○仕事と家庭の両立支援に関する法令や制度の普及啓発による働きやすい環境づくりの推進

○北海道女性協会の活動支援による女性の福祉向上及び男女平等参画社会の実現に向けた取組の推進

○教養講座「えるのす連続講座（女性大学）」の開講

　R7：第１期（10回）、第２期（10回）（R6：第１期（10回）、第２期（10回）） 順調

(78) 両立のための環境整備

(79) 積極的な企業に対する優遇制度の推進

(80) パートタイム労働者や派遣労働者等の

雇用環境の整備

○非正規雇用労働者の正社員化に向けた企業への個別支援及び労働条件改善に向けた取組の推進

○労働問題セミナーの開催による労働関係法令や制度に関する理解促進

○非正規雇用労働者の正社員化に向けた個別支援

　R7：個別支援実施企業53企業（R6：79企業）

○労働問題セミナーの開催

　R7：16回開催（R6：20回開催）

順調

(81) 広報・啓発活動の充実

(82) 家庭における男女平等教育の推進

(83) 仕事と家庭生活が両立できる働き方改

革

○仕事と家庭の両立や女性の活躍推進に向けた意識啓発の推進 〇フォトコンテスト等

　R7：今日からとも家事フォトコンテスト応募81件、女性ロールモデル集作成３名、健康課題セミナー158名参加

比較的

順調

(84) 働きたい女性の就労・雇用継続支援
○両立支援に関する法令や制度の普及啓発

ー
比較的

順調

(85) 住民主体による支え合いの地域づくり
○子どもの健全育成、福祉のまちづくり等を促進する事業に対し交付金を交付（地域づくり総合交付金）

ー 順調

(86) 総合振興局・振興局による市町村支援

○14振興局に少子化対策圏域協議会を設置の上、関係者による情報交換等を実施 ○実施振興局

　R7：2振興局（R6：4振興局）
一部に

努力を

要する

(87) 移住・定住促進に向けた取組への支援

○道外学生の道内就職を促進するため、道外大学就職支援担当者に道内企業を紹介する説明会を首都圏等で開催 ○開催実績

　R7：２回（参加大学20校、参加企業37社）（R6：２回（参加大学20校、参加企業52社））
順調

(88) こども施策の抜本強化・拡充

(89) 子育て支援等に係る施策の充実

(90) こどもの安全・安心の確保

(91) 道の推進体制
○北海道こども政策推進本部を適宜開催し、関係部局が連携を図りながら、全庁横断的な推進体制の下で、こども施策

の総合的かつ計画的な推進

○開催実績

　R7：1回（R6：3回）
順調

(92) 地域における推進体制

○14振興局に少子化対策圏域協議会を設置の上、関係者による情報交換等を実施 ○実施振興局

　R7：2振興局（R6：4振興局）

一部に

努力を

要する

(93) 北海道こども施策審議会

○高校生及び大学生を委員とするこども部会において提言書にまとめ、道に対して提言することで、こども・若者の意

見表明の機会の充実

○こども部会の開催

　R7：8/20～8/21（R6：1/9～1/10）

○知事への提言

　R7：1/7（R6：3/27）

順調

施策の推進体

制等
㉖

国の施策に関

する提案
㉕

比較的

順調

○男女平等参画に関する情報発信及び普及啓発の推進 ○男女平等参画に関する広報・啓発の推進

　R7：機関誌「イコール・パートナー」年２回発行

　　　 都道府県男女共同参画センターや道内大学等295か所へ配布（R6：369か所配布）
比較的

順調

○国に対する要望については、少子化対策に係る財源措置の充実をはじめ、不妊治療等への支援、産後ケア体制の充

実、子ども・子育て支援新制度の円滑な実施や保育士等の処遇改善、保育所等の公定価格の見直し、児童虐待防止対

策、社会的養育の推進、ひとり親家庭への支援など、それぞれ要望書に盛り込み、国に対して必要な施策の充実や財政

支援を求めた

○国費要望実績

　Ｒ７：３回（５月、７月、11月）

順調

〇働き方や雇用形態が多様化する中、誰もが仕事

と家庭を両立しながら能力を発揮できる環境づく

りを進めるとともに、男女平等参画や女性活躍に

向けた意識醸成、非正規雇用労働者への支援及び

労働関係法令・制度の理解促進を引き続き推進す

る必要がある。

〇関係機関と連携し、非正規雇用労働者の正社員

化支援や働き方改革、仕事と家庭の両立支援を推

進するとともに、労働関係法令・制度の普及啓発

や各種セミナー、情報発信等を通じて、男女平等

参画社会の実現と女性の活躍促進に取り組む。

結婚を希望す

る方への支

援、結婚に伴

う新生活への

支援

市町村等関係

機関との連携

や取組への支

援

㉔

〇結婚を希望する方への支援や結婚に伴う新生活

への支援を推進するため、情報提供や相談支援等

の充実を図るとともに、市町村や関係機関と連携

し、結婚を希望する方を支援する取組を推進す

る。

〇結婚を希望する方への支援を継続するととも

に、多様なニーズに応じた情報提供や相談支援の

充実を図る必要がある。

〇こども施策を着実に推進するため、庁内関係部

局や市町村等関係機関との情報共有や連携強化を

図るとともに、北海道こども施策審議会の意見を

踏まえながら、推進体制の充実を図る。

〇こども施策を着実に推進するため、庁内関係部

局や市町村等関係機関との情報共有や更なる連携

が必要である。

〇引き続き、少子化や子育てを取り巻く環境の変

化、国の制度改正や施策の動向、市町村や関係団

体等の意見を踏まえながら、地域の実情や現場の

課題を的確に把握し、必要な施策や財源措置につ

いて国に対し継続して要望を行うなど、子ども・

子育て支援施策の一層の充実に向けて取り組む。

ー

〇市町村等関係機関との情報共有や連携の強化を

図るとともに、地域の実情に応じた取組の支援を

促進する。

〇市町村等関係機関との情報共有や連携をより一

層強化するとともに、地域の実情に応じた取組へ

の支援の充実を図る必要がある。

Ⅵ

Ⅵ

Ⅵ

Ⅴ

Ⅴ

○両立支援に関する法令や制度の普及啓発 ○北海道働き方改革推進企業の認定社数

　R7：715社（R6：707社）

㉓

共働き・共育

ての推進、男

性の家事・子

育てへの主体

的な参画促

進・拡大

㉒
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